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要     旨 

 

１ 作成の背景 

フューチャー・アース（Future Earth、FE）は、持続可能な社会への転換を目指す、地

球環境研究・サステナビリティ科学の国際的研究プラットフォームであり、自然・人文・

社会科学を横断し、市民、企業、行政といった様々なステークホルダーと協力して、気候

変動や貧困などの地球規模の課題解決を目的としている。日本では、この目的達成のため、

フューチャー・アースの Global Research Networks（GRNs）に参画する国内研究機関を中

心に、課題解決型研究を推進する一方で、フューチャー・アース日本委員会を通じて、様々

なステークホルダーとの連携を深めてきた。しかし我が国では、数多くの地球環境研究コ

ミュニティー間の連携や、人文・社会科学が深く関わる持続可能な社会のための認識や行

動及び制度の変容などの人間的側面、フューチャー・アースと SDGs の関係、並びに 2030

年を目標年とする SDGs達成後の目標（Beyond SDGs）に関する議論が十分ではないといっ

た課題を抱えている。これはフューチャー・アースが対象とする学術分野が広範囲にわた

ること、及び社会との連携をボトムアップとして行う際の多様な取組が共有されにくいこ

となどに起因する。 

フューチャー・アースの推進と連携には、①専門性と学際性・超学際性の共進化の推進、

②長期的なビジョンだけではなく、短期的な目標の設定、③多様な社会との連携の可視化

が急務である。そうした状況を踏まえ、フューチャー・アース日本委員会においては、フ

ューチャー・アース関連の最新の日本の成果を、多様なステークホルダーが協力して報告

書（Future Earth Japan 2026 Report）として発信し、それが、様々なステークホルダー

との共創による、持続可能な社会への転換に貢献することを目指している。 

 

２ 現状及び問題点 

フューチャー・アースが目的とする持続可能な社会への転換は、社会・教育・研究活動

と深く関わる重要な課題であり、上記の報告書の作成には産官学にわたる多様な立場から

の意見を必要とする。日本学術会議においては、関連委員会（ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会、

フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会、地球環境変化の人間的側面分科会、

SDGsの進捗評価分科会）で専門的見地から、持続可能な社会への転換に関する課題につい

て審議・整理した。その内容について、本報告として発出する。 

フューチャー・アースの推進と連携については、以下の課題が存在する。 

(１) 専門性と学際性・超学際性がトレードオフの関係になり、超学際がハイライトされ

すぎると必要な個別研究がサポートされにくい。また、学際・超学際研究の成果が学

術コミュニティーの中で評価されにくい。 

(２) 対象とする学術分野及びステークホルダーが広範囲にわたるため、コミュニティー

間の連携不足と、共通目標の設定が不十分である。 

(３) 一般性を持つトップダウン的な科学は可視化されやすいが、ボトムアップとして行

う社会との連携はその多様性のため可視化が十分ではない。 
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３ 報告の内容 

(1) 専門性と学際性・超学際性の共進化の推進 

 日本学術会議の役割としては、個別の科学的知見を体系化し、社会が必要とする知

恵に昇華するプラットフォームを提供すること。またそれにより、科学に基づき、国

際社会での政策判断のために求められる大局観を育み、学術的議論を深める場とな

ることが期待される（本文５ページ）。 

 気候変動問題のように対応のスピード感が求められる課題に向き合うために、専門

領域でも即時性のある解析システムの構築、科学的知見の効果的かつ効率的な社会

との知見共有が求められ、そのために今後の予算拡充や体制の強化が必要である（本

文５ページ）。 

 フューチャー・アースでは広い分野の科学者が一堂に会するオープンな国際会議が

最近開催されておらず、近い将来に、日本からもそのような会議をホストし、研究面・

運用面でリーダーシップを発揮することも有効である（本文６ページ）。 

 

(2) 長期的なビジョンだけではなく、短期的な目標の設定 

 短期目標は、長期的な人間形成と倫理的成熟に従属する形で設計される必要があ

る。実装可能性を重視しつつも、人の心を動かす活動を中核に置くこと、そして学術・

行政・企業・市民が深い対話を行う場を継続的に制度化することが、日本からの実質

的な国際貢献となる。以上の観点から、目標項目の追加議論にとどまらず、目標設定

の前提そのものを問い直す場として「Beyond SDGsサミット」の開催を提案する（本

文 12ページ）。 

 共感と信頼に基づく行動変容を政策の内部に置くことが重要である。制度は規範を

代替できないが、規範に支えられた制度は持続しうる。Beyond SDGsの成否は、社会

がこの相互依存性をどこまで学術的かつ実践的に引き受けられるかにかかっている

（本文 12ページ）。 

 

(3) 多様な社会との連携の可視化 

 人新世における複合的な環境・社会課題に対応するため、人間中心／環境中心の二

元論を超え、道具的・内在的・関係的価値を統合した世界観を再構築する必要がある。

その上で、里山・里海や地域文化に根差した価値観を活かし、個人の内面的価値から

制度・政策まで一貫して反映させることで、持続可能で包摂的な社会基盤を形成すべ

きである。（本文 20ページ）。 

 気候変動に対する関心の高さに比して行動変容が進まない現状を踏まえ、心理的要

因や社会的背景に応じた多様なアプローチが必要である。段階的な環境教育、ナッジ

施策や制度設計、情報提供の高度化を組み合わせ、個人の認識変化を具体的な行動や

政策受容へとつなげる仕組みを構築すべきである。（本文 20ページ）。 

 持続可能な社会への移行には、政府主導の政策に加え、市民・企業・研究者・中間

組織が協働するマルチレベル・マルチステークホルダー型のガバナンスが不可欠で



vii 

 

ある。超学際研究の推進と人材育成を通じて知識共創を強化し、地域に根差した実践

と国際的連携を統合した社会変革を加速すべきである。（本文 20ページ）。 
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１ はじめに：フューチャー・アースの成果 

2015年に発足したフューチャー・アース（Future Earth、FE）は、IGBP（地球圏－生物

圏国際協同研究計画）、IHDP（地球環境変化の人間的側面国際研究計画）、DIVERSITAS（生

物多様性国際研究プログラム）の統合を通じて、地球環境変動研究を社会課題解決へと接

続する新たな国際研究枠組みとして始動した。その最大の成果は、専門知の深化と学際・

超学際的連携を同時に推進し、科学と社会の共創を制度的に位置付けた点にある。20を超

える Global Research Networks（GRNs）は、衛星観測や地球システムモデリングの高度化、

Global Carbon Budgetの継続的公表[1]、沿岸デルタや生物多様性評価などを通じて、地

球の現状把握と将来予測の精度向上に大きく貢献した。また IPCC（気候変動に関する政府

間パネル）第６次評価報告書や IPBES（生物多様性と生態系サービスに関する政府間科学-

政策プラットフォーム）報告書等に見られるように、自然科学と社会科学、経済・金融分

野を統合した知見が政策決定過程へ直接的に影響を及ぼす体制が構築された背景にもフュ

ーチャー・アースの研究者たちの貢献がある。さらにフューチャー・アースは、国連の枠

組みでは作成が難しい短期統合評価レポート等も公表してきた[2]。 

日本は、GRNsの国際科学推進委員の輩出や、IGAC（地球大気化学国際協同研究計画）や

SOLAS（海洋・大気間の物質相互作用研究計画）、iLEAPS（統合陸域生態系―大気プロセス

研究計画）など国際会議の誘致、国際事務局日本ハブの継続的運営を通じて国際的リーダ

ーシップを発揮してきた。さらに、JST-RISTEX（国立研究開発法人科学技術振興機構社会

技術研究開発センター）事業や、フューチャー・アース日本委員会、自治体や産業界との

共創的実践などを通じ、地域社会との対話型研究を展開し、学術の社会的役割を拡張した。

研究者の興味や研究課題はこの 10年で「専門内」から「学際・超学際」へ拡大しており、

専門の科学者だけでなく、市民、企業、自治体など社会の多様な人々が協力して進める課

題解決型の科学である共創型科学への意識転換は着実に進展している。フューチャー・ア

ースは、単なる研究ネットワークを超え、科学の役割そのものを再定義するプラットフォ

ームとして機能する可能性がある。 

本報告では、フューチャー・アース発足以来 10年間の、特に日本での活動を振り返る

とともに、フューチャー・アースの今後の推進に必要な取組についてまとめる。 

 

２ 専門性と学際性・超学際性の共進化の推進 

地球環境変動に関わる大きな国際研究プログラムである IGBP、IHDP、DIVERSITASが合併

してフューチャー・アースが 2015年に発足した際には、社会の課題解決へ向けて、科学が

より強く関与することが求められた。その際、異なる専門分野間の学際連携や、学術と社

会の関係者が結び付く超学際連携により、知識を共同設計・生産することが目標となった。

日本学術会議第 26期では、発足当時に 10年後の達成を目指したこのような目標が実現し

たか、何が課題だったか、今後必要な課題は何かを洗い出すためのレビューを行った。 

方法としては、第一に、環境学委員会・地球惑星科学委員会合同ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分

科会（以下、「ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会」という。）が中心となり 2025年１月にアンケ

ート調査を行った。調査対象は同分科会委員、傘下の小委員会の委員長・世話人、フュー
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チャー・アース傘下の諸活動のリード役を経験した国内研究者とした。その調査分析結果

については、2025年２月の第４回フューチャー・アース日本サミットや、2026年２月のＦ

Ｅ・ＷＣＲＰ合同分科会の機会に共有し、議論した。また第二に、2025 年 11 月の日本学

術会議学術フォーラム「Future Earthと地球環境激変の 10年：私たちはどこまで来たの

か？これからどうすべきか？」[3]では、フューチャー・アース内外の登壇者からのプレゼ

ンテーションとパネルディスカッションを通じて、学術面での進展を振り返り、2035年へ

向けた期待についても集約した。 

 

(1) 専門知の拡大 

フューチャー・アースの前身となった IGBP、IHDP、DIVERSITASには、海洋・大気・陸

域、過去環境、モデリング、生物多様性、リスク、健康等に関わるコアプロジェクトが

あった。それらはフューチャー・アースにおいても 20を超える GRNsとして活動を続け、

各分野でネットワークとして機能し、専門知の増進に大きく貢献してきた。例えば、衛

星観測や分析・計算技術は、この 10年間に進化を遂げ、現代の地球観測や過去の理解、

将来予測に大きく貢献し、地球が今置かれている状態や、その背景にあるプロセスに関

する理解が向上した。また、コロナ期の困難を乗り越え、世界の研究者を結び付けつつ、

国を跨いだデータの取得と共有や、シームレスな地球システム全体の理解を推進した。

例えば、個別 GRNの単位では、国際ネットワークを生かしたグローバルな知見集約とし

て、沿岸デルタ持続可能性報告書[4]や Global Carbon Budgetの年々の報告書と各種統

合データセット[1]、気候変動を含む SDGsと各専門分野の関係性を評価したポジション

ペーパー[5]などが公表された。日本からも研究者が参画して国際・国内両面での研究開

発・連携活動を強化してきた。こうした専門的知見は以下の学際・超学際研究において

新たな統合的知見を創出するための源泉となる。 

 

(2) 学際／超学際研究の萌芽 

こうした自然科学の各分野のうち、隣接する分野間においては、学術的探求の内発的

な動機による連携が進んできた。たとえば、大気と海洋など、地球のサブシステム領域

を跨いだ物質循環理解の整合性評価なども進展した。加えて、2015年以降は、気候変動

などの地球規模の社会的課題が遠い将来の懸念事ではなく、直近の生活を揺るがす切迫

した課題となり、またパリ協定の発効などもあり、統合された科学的知見が社会的に要

請されるようになった。たとえば、ノーベル物理学賞を受賞した真鍋淑郎氏の気候変動

の理論は、地球物理学を柱とし温室効果ガス増加による放射バランス変化を考慮したも

のであるが、最新の生物地球化学的知見や水循環変調の影響・脆弱性評価・緩和策評価

などが加わって統合的知見となった。その結果、2021-2023年には一連の IPCC第６次評

価報告書が統合的知見としてとりまとめられ、UNFCCC（国連気候変動枠組条約）などの

国際的な意思決定の場で大きな影響力を持つこととなった。自然科学と社会科学・金融・

経済分野が統合された報告書等も取りまとめられた。UNFCCCの毎年の COP（締結国会議）

に合わせて、その年を代表する気候変動に関する 10 の新たな知見を横断的に提供する
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「10 New Insights in Climate Science(10NICS)」[2]もまとめられるようになった。国

連の Emission Gap Report[6]では、自然科学的な炭素収支評価の年々のアップデート

と、社会経済や政策をもとにした各国の排出削減計画を統合的に評価し、1.5℃ないし

２℃目標に対する排出量削減の不足幅を１枚の図で示すなど、知見の統合や浸透・活用

が進んだ。また、生物多様性に関する IPBES評価報告書によりルール作りが進展すると

ともに、気候変動対策がもたらすシナジー・トレードオフ分析[7]などもなされた。これ

らは政策決定者や交渉官による活用が強く意識された科学的エビデンスの集大成とい

える。こうした国際的な場に加え、自治体や市民との対話、共創による合意形成などに

より、地域循環型の共生社会を目指す動きも活発化してきた。その際、社会への知見提

供や科学者の新たな役割も強調されるようになった。たとえば、JSTの RISTEXが推進す

る推進事業[8]のほか、海外でも地域社会の課題解決に直結する、海産物の食中毒等に関

するフィールドガイドづくり[9]や、インド・デリーとその郊外での大気汚染要因解明

[10]と改善政策への貢献などがあった。Knowledge Action Network（KAN）型の GRN発足

も、統合的知見の創出を推進した。たとえば Finance & Economics KANなどのようにビ

ジネス実務者も加わった GRNの発足により、社会課題解決のパスが充実化するなどの新

たな動きも加わった。 

 

(3) 専門の深化と異分野連携のジレンマ 

さらなる知見統合やビジネス連携などを目指す中、専門研究の深化と超学際研究との

間のジレンマがフューチャー・アースの当事者に生じていることがアンケート調査から

浮き彫りとなり、課題の１つとして挙げられた。アンケート調査では、それぞれの分野

での力点が(A)専門分野内、(B)隣接する自然科学（または社会科学）分野同士との協業、

(C)科学と社会の超学際的な協業、の３つのうち、どこに比重があるか、2015年と 2025

年のそれぞれについて聞き取った。その結果を可視化した三角ダイヤグラムを図１に示

す。それぞれの回答から 10 年間の変化を矢印で示したところ、全体としては、10 年前

と比べ 2025年には「専門内」から「学際」「超学際」へとシフトしている点が多く、フ

ューチャー・アースの目的が浸透した効果があったと評価される。その一方で、10年間

で同じ位置に留まっている場合や、むしろ専門内のほうへ逆にシフトしている場合も見

られた。この状況について意見を聴取してみると、当初は超学際アプローチに刺激を受

け、求心力が働いたが、その熱が冷め、以下のような難しい境遇にある場合が見受けら

れた。全体の予算に限りがある中、超学際研究がハイライトされすぎると専門研究に予

算が行きわたらない。このことから、今後 10年では超学際研究に新たに必要となる専門

研究などもバランスよく重点的にサポートされるべきであることが指摘された。一方で、

従来型の専門研究の世界では、依然として、重要業績評価指標として論文数が支配的で

あるために、超学際研究や社会協働への貢献度が未だ評価されにくく、それらが推進し

にくい状況にあることが課題として示された。つまり、専門性と異分野連携にジレンマ

を抱えている研究者の姿が浮き彫りとなった。また、この状況に対する見方として、学

際・超学際寄りへの重心移動はフューチャー・アースとしてもちろん望ましいが、学問
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分野として専門をおろそかにすべきではなく、揺れ動きながら、一部、学際・超学際を

進める人が出てくるというのが望ましい姿ではないかとの議論があった。若い研究者が

堅牢な専門性を培う機会を失わないことと同時に、新しい分野とのコラボレーションに

二の足を踏んでしまわない仕組みづくりが重要との意見があった。 

 

(4) 国際的役割の遂行と日本のビジビリティ 

フューチャー・アースのグローバル課題においては、運営面、研究面の両面で日本の

研究者らの存在感、リーダーシップが発揮されてきた。第一に、多くの GRNsにおいて、

国際科学推進委員を輩出してきた点、2018 年の IGAC[11]、2019 年の SOLAS[12]に見ら

れるように各分野の国際科学会議を日本へ誘致することに成功し、国際的に高く評価さ

れた点が挙げられる。また、運営面ではフューチャー・アース国際事務局の一角である

日本ハブを継続し、多角的に国際的な運営活動度を高めてきた。その際には、文部科学

省はフューチャー・アースの中核的資金として７万米国ドル以上を毎年拠出し、GRNや、

異分野の協働と学際性を促進するクロスカッティングイニシアチブ[13][14]を広くサ

ポートしており、また日本学術会議からはフューチャー・アース総会等の国際会議への

会員等の派遣、海外からの招へい旅費の支援があり、運営の基盤を強化するとともに、

国際活動を広げるために有効に活用されてきた。Health KAN、Urban KAN、IHOPE（統合

人類史計画）、Finance and Economics KANなどの国際事務局リエゾン（サイエンス・

図１ FE発足時(2015年：赤)から現在(2025年：青)に各分野で研究の力点のバラ
ンスが「専門内」「学際」「超学際」の間でどのように移ったかに関する意識調査

結果 
（■は KAN型の GRN(Systems of Sustainable Consumption and Production KAN, Water-Food-

Energy Nexus KAN, Health KAN, Finance and Economics KAN, Risk KAN), ○は KAN型以外の

GRN(PAGES, iLEAPS, EvolvES, IMBeR, GCP, SOLAS, IGAC, GLP, FECoasts, Earth System 

Governance)の回答（合計で 15の GRN, 回答数：17）。+は WCRPのコアプログラム・アクティビ

ティ(CLIVAR, CliC)からの回答（回答数：３）） 

（出典）令和７年意識調査結果より環境学委員会・地球惑星科学委員会合同ＦＥ・ＷＣＲＰ合同

分科会で作成 
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オフィサー）としても活動があった。日本ハブメンバーは大学・研究所からサポートさ

れ、また一部民間からの寄付金によっても支えられてきた。しかしながら 2025年度の従

事者は 13名とされるが、常勤換算では 3.23名相当であり、フューチャー・アース専従

のメンバーは大きく数を減らしており、限られたエフォートでの対応となっているため、

国内体制の強化やリソースの拡大が必要である。また、日本ならではのオリジナルな役

割の発揮についても今後の課題であるとの議論があった。 

 

(5) 将来に向けて 

次節以降で深く議論されるように、2030 年以降の Beyond SDGs の検討と策定が進む

中、公平性の問題、AI（人工知能）との付き合い方、宇宙利用など、新しい多様な課題

に対し、GRN が専門性と横断性を生かして関与し、取り組むことが有効である。日本学

術会議の役割としては、個別の科学的知見を体系化し、社会が必要とする知恵に昇華す

るプラットフォームを提供すること。またそれにより、科学に基づき、国際社会での政

策判断のために求められる大局観を育み、学術的議論を深める場となることが期待され

る。また、日本学術会議「未来の学術振興構想」2023年版[15]では、グランドビジョン

⑬「地球規模の環境危機にレジリエントな持続的社会の構築」のもとに、フューチャー・

アース関係者で提案した「持続可能な地球社会像の構築」が「学術の中長期研究戦略」

として掲載された。第 26期では小改訂の提案を行ったが、次期の大改訂へ向け、持続可

能性に貢献する学術的議論を深めるべきである。 

気候変動問題のように対応のスピード感が求められる課題に向き合うために、専門領

域でも即時性のある解析システムの構築が急がれる。また、科学的知見の効果的かつ効

率的な社会との知見共有が求められ、そのために今後の予算拡充や体制の強化が必要で

ある。横断的なコミュニケーションの活発化に関し、UNFCCC・COP でのセミナーなどで

は、研究者とビジネス実務者が同じテーマで登壇し議論するような場面も増えており、

今後も対話を推進すべきであること、市民との対話についても機会を増やすべきである。

2035年の新たな目標を設定する際には、中間的なマイルストーンを設定し、着実な前進

を適時確認できる仕組みも有効であろう。 

2025 年 11 月の学術フォーラムのパネルディスカッションでは、WCRP（世界気候研究

計画）などがメインフィールドである研究者から、フューチャー・アースの外側の視点

から今後の期待について語られた。具体的には、ハイレベルでのコーディネーション、

ネットワーキングがフューチャー・アースの求心力であり、さらなる推進に期待がある

こと、人間社会と気候変動の相互作用を考えるツールとしての地球システム統合モデル

の開発と利用に関し、農業や土地利用変化などの評価の意義が増しており、今後の連携

と活用が望まれるとの意見があった。社会的出口までパッケージ化するに至らずとも、

そのような出口を強く意識し必要な専門・学際知見を取りまとめるようなプロジェクト

などもクロスカッティングイニシアチブなどとして推進されるべきである。また、研究

者の評価・行動様式の変化を促すための方策としては、通底する大きなビジョンの共有
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化や、Global Sustainability誌などにて質・量ともに圧倒的な成果を掲載することな

ども有効であるとの議論があった。 

フューチャー・アースでは広い分野の科学者が一堂に会するオープンな国際会議が最

近開催されておらず、近い将来に、日本からもそのような会議をホストし、研究面・運

用面でリーダーシップを発揮することも有効である。国連は３大脅威として気候変動と

ともに汚染、生物多様性の損失を掲げており、広く課題を見渡し、緩和適応策のシナジ

ー・トレードオフの知見を確立すべきタイミングにある。国際科学会議（ISC）から選ば

れた「Asia Science Mission（ASM）事業」に総合地球環境学研究所が取り組む中で、

Globalと Localの課題を結び付ける視点や、アジアなどの地域規模の視点をもとに、多

くの GRNなどの協力による活性化が求められる。 

 

３ 長期的なビジョンだけではなく、短期的な目標の設定 

本章の目的は、SDGsの中間点以降に求められる政策的短期目標と、文明論的長期目標を、

同一の議論空間で再接続することである。ここで政策的短期目標とは、制度・指標・資金

配分といった社会システムの改善に関わる目標を指し、文明論的長期目標とは、人間の認

識・行動・関係性の変容に関わる目標を指す。従来の SDGs評価は、達成度の可視化と政策

動員に一定の役割を果たしてきた一方、目標を達成する主体の価値観、倫理、教育、世界

観に関する検討を十分に制度化してこなかった。本章では、実証知に基づく進捗評価を踏

まえつつ、Beyond SDGsを「目標項目の更新」ではなく「目標を立てる主体の更新」とし

て捉える。すなわち、社会システムの改善のみならず、人間の認識・行動・関係性をどう

変容させるかを、研究課題として明示することを狙う。 

 

(1) SDGsの進捗と課題の再定義 

① SDGs中間点の評価（Global Sustainable Development Report 2023

（GSDR2023）、Sustainable Development Solutions Network（SDSN）等の比

較） 

GSDR2023は、気候危機、感染症、地政学的緊張、経済不安定化が重なる複合危機の

下で、SDGs進捗が減速し、一部目標で逆行が見られることを示した[16]。SDSNの評価

も、2030年時点で達成軌道にあるターゲットが限定的であること、また目標間・地域

間・所得群間で進捗の偏在が拡大していることを報告している[17]。さらに日本政府

が 2025年に実施した自発的国家レビュー（VNR）でも、保健衛生（目標３）、教育（目

標４）など個別分野で進捗の見られる分野もある一方で、貧困と気候変動のような横

断的課題解決が進んでいないことや、制度的進展が見られていないことが指摘されて

いる。この結果は、単に「努力不足」を示すのではなく、目標運用の設計原理、すな

わち、目標をどう設定し、進捗をどう測定し、資源をどう配分するかという現行の実

施枠組み自体に限界がある可能性を示唆する。 

加えて、SDGsの政治的効果に関する研究は、政策言説としての浸透は確認できる一

方、法制度や資源配分を根本的に転換する効果は限定的であったことを指摘している



7 

 

[18]。すなわち、目標の存在は必要条件であっても十分条件ではない。達成度評価を

中心とした運用は、短期的な行政管理には有効であるが、長期的な社会変容を担保す

るには、倫理的・文化的・教育的基盤の議論が不可欠である。 

さらに、評価の時点設定そのものが政策判断に与える影響も大きい。年次単位の評

価は行政運用上有用である一方、土壌、森林、水循環、地域コミュニティーの信頼形

成のように、長い時間軸でしか変化が観測できない対象を過小評価しやすい。したが

って、短期評価と中長期評価を接続する複層的な評価体系を設計し、短期目標の達成

が長期的な劣化を招いていないかを同時に検証する枠組みが必要である。 

 

② 停滞の要因と必要とされる変革 

停滞（①で示した、中間点以降に顕在化した SDGs進捗の減速と一部目標の逆行を指

す）の要因は、第一に制度的分断である。気候、生物多様性、汚染、貧困、健康、教

育は相互連関しているにもかかわらず、政策実施体系は部門別に分かれ、連関を前提

とした意思決定が制度化されていない。第二に、評価指標の偏りである。計測容易性

の高い指標は政策対象になりやすい一方、尊厳、信頼、ケア、共同体、文化的持続性

のような非市場価値は後景化する。第三に、資金配分の偏在である。短期収益性に適

合しやすい分野へ投資が集中し、社会的に重要だが収益化しにくい領域は慢性的に過

小投資となる。 

この構図を転換するには、分野横断型の政策評価だけでなく、価値形成の回路を政

策体系に埋め込む必要がある。具体的には、目標値管理と同時に、誰が意思決定に参

加し、誰が利益を受け、誰が負担を負うかを追跡する分配評価を導入すること、さら

に、持続可能性に関する課題や教育・文化・地域実践を「周辺施策」ではなく中核施

策として位置付けることが求められる。制度改革は、数値改善と主体形成を切り離さ

ない形で設計されなければならない。 

制度分断を克服するためには、政策形成の初期段階で異分野の前提を擦り合わせる

作業が不可欠である。従来は、各分野が独自に政策案を作成し、終盤で整合をとる方

式が多かったが、この方式ではトレードオフが固定化しやすい。初期段階から自然科

学、人文・社会科学、実務主体、市民を含む設計体制を組み、問題設定そのものを共

同で定義することが、同じ停滞が繰り返されることを防ぐうえで重要である。 

 

③ 残された時間と課題：Beyond SDGsへの移行と未達分野・デジタル化（DX）への

対応 

2026 年２月時点で 2030 年まで約４年であり、未達領域の解消を既存施策のみで実

現することは現実的ではない。2030 年以降も継続的な取組が必須であることも鑑み、

国連「未来への協定（Pact for the Future）」が示すように、2030年達成努力の加

速と 2030 年以降の制度設計を同時に進めることが必要である[19]。このとき重要な

のは、Beyond SDGsを Post SDGs（項目の後継版）と同一視しないことである。目標を

増やす作業だけでは、停滞を生み出す構造は変わらないまま繰り返される。実際、国
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連では Post 2030アジェンダあるいは Beyond 2030アジェンダと、アジェンダ自体の

革新を求める表現がとられている。 

未達領域の解消と 2030年以降の制度設計を同時に進めるうえで、デジタル化（DX）

への対応は避けて通れない。膨大かつ複合的な SDGsデータの把握、分野横断的な進捗

モニタリング、限られた資源の最適配分はいずれもデジタル基盤に支えられることで

より効果的に実施できるものであり、その巧拙が達成の速度を左右するためである。

DXは、実施効率、情報共有、モニタリングを改善しうる一方で、デジタル格差、監視

リスク、アルゴリズム偏りを拡大させる可能性を持つ。Pact for the Futureの Global 

Digital Compactで強調される通り、デジタル化は 2030アジェンダに根差した包摂的

統治の下で運用されなければならない[19]。したがって、短期の実装戦略は、単なる

技術導入ではなく、倫理・権利・公正を組み込んだ社会実装として設計されるべきで

ある。 

また、技術導入の評価基準を「効率性」だけに置くと、地域差と脆弱性が見えにく

くなる。例えば同じデジタル施策でも、都市部と中山間地域、高齢者と若年層、情報

アクセスが十分な層と不十分な層では帰結が異なる。したがって、DXの政策評価では、

導入率や利用率だけでなく、利用可能性、理解可能性、選択可能性を含む実質的アク

セス指標を併用する必要がある。 

 

(2) Beyond SDGsをめぐる論議 

① 2023年国連「未来サミット（Summit of the Future）」で採択された Pact for 

the Futureの意義 

Pact for the Futureの意義は、2030年までの達成努力を維持しながら、2030年以

降の持続可能な開発の設計を制度的議題として明示した点にある[19]。この文書は、

次期目標論議を「未来の項目選定」としてではなく、平和、開発、デジタル、将来世

代責任、制度改革を横断するガバナンス課題として再定義した。ただし、国際政治の

分断が強まる環境では、国連合意の形成速度と社会実装の速度の差が拡大する。ゆえ

に、国連プロセスを中心に据えつつ、都市・地域を実装の現場、大学及び研究機関を

知識生産と検証の担い手、企業を技術と資源の動員主体、市民社会を監視と正当性の

担保として位置付け、これらを結ぶ多層的な実装回路を整える必要がある[20][21]。 

Beyond SDGsの実効性は、合意文書の内容だけでなく、合意を現場へ翻訳する制度

能力に依存する。この翻訳能力を高めるためには、政策文書の言語を現場実装へ接続

できる粒度にまで分解することが必要である。すなわち、国際合意を理念的文言とし

て受容するだけでなく、実施主体、実施単位、評価周期、是正手順、財源責任を明示

した運用設計とナラティブへ落とし込むことが求められる。国際合意の成功は、最終

的にはこの「翻訳の制度化」の成否に依存する。 
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② Safe & Just Earth System Boundaries（ESB）の提唱 

ESBは、Planetary Boundariesに正義概念を統合し、地球システムの安全域と人間

社会の公正域を同時に扱う枠組みを提示した[22]。このアプローチは、環境閾値を自

然科学的制約として示すだけでなく、分配・手続き・責任の規範問題を同一平面で扱

う点に意義がある。 

Beyond SDGs論議において ESBが示唆するのは、目標設定の順序転換である。すな

わち、達成度を問う前に、誰にとって何が危害であり、誰の最低限アクセスを保障す

るかを先に定義する必要がある。短期目標はこの規範的基盤の上で設計されるべきで

あり、単なる効率最適化に回収されてはならない。 

この点は、政策形成における「閾値」と「公正」の関係を再検討するという課題を

提起する。環境上限を設定しても、その達成コストが特定集団に偏れば、社会的正当

性は失われる。逆に、公正配分を優先しても閾値管理が曖昧であれば、地球システム

の安定性は維持できない。したがって、閾値管理と公正配分、そして費用便益の関係

を同時に評価する二重基準を、政策設計の初期段階から組み込む必要がある。 

 

③ Beyond GDP議論の進展 

Beyond GDPは、GDPを置き換える単一指標探しではなく、何を社会的進歩として評

価するかを再定義する試みである。Inclusive Wealth（包括的富あるいは新国富）、

HDI（人間開発指数）拡張、SEEA（環境経済勘定）、幸福指標等の議論は、福祉、公正、

自然資本、将来可能性を同時評価する方向へ展開している[17][23]。これは、経済成

長を否定する議論ではなく、成長概念を拡張し、政策目的との整合を高める議論と理

解すべきである。 

この課題は、実務上、標準化と文脈化の両立として現れる。国際比較可能性を確保

する標準指標が必要である一方、地域文化や生活実態を反映する文脈指標がなければ

実装妥当性が失われる。したがって、二層評価（標準指標＋文脈指標）を原則とし、

定量と定性を並置して政策評価する運用設計が求められる。「ビヨンド GDPハイレベ

ル専門家グループ」による 2026年春の最終報告書 Counting What Countsでもこの点

が包含されている。 

指標設計は価値判断を不可避的に伴う。何を測るかは何を重要とみなすかに直結し、

何を測らないかは何を政策視野の外に置くかを意味する。したがって、Beyond GDPの

設計過程では、専門家主導の統計技術だけでなく、市民参加と当事者参加を含む熟議

手続きを組み込み、評価体系の正当性を担保することが必要である。進行中の国際交

渉においても、この点を十分留意する形で、政府専門家や外交官のみでなく、ステー

クホルダーの関与も踏まえながら我が国からの関与を行うべきである。 

 

④ シナジーとトレードオフ研究の展開 

近年の研究は、SDGs間の相互作用が文脈依存であることを示している。ある政策が

特定目標に正の効果を持っても、別目標に負の影響を与える可能性があり、その方向
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と大きさは地域・所得・時間軸で変化する。我が国が主導した UNEA-6及び UNEA-7の

シナジー決議は、この問題を国際的実施課題として位置付けた[24]。 

しかし、政策実務では、シナジー事例の提示が先行し、トレードオフの可視化と補

償設計は相対的に弱い。今後は、トレードオフを例外事象としてではなく通常条件と

して扱い、事前診断、実施中モニタリング、事後修正を制度化し、システムとして全

体を俯瞰して検討する取組を実現する必要がある。短期目標は、達成率だけでなく、

負担移転の抑制という観点でも評価されなければならない。国際的にはスピルオーバ

ーとして、ある国の行動が他の国の負の影響へとつながる政策や行動も注目を浴びて

いる。 

このため、評価実務には「負担の見える化」を中核指標として組み込むべきである。

具体的には、政策による便益分布と費用分布、時間的先送り、地域間移転、世代間移

転を同時に記録し、補償と是正の基準を事前に定める必要がある。シナジーの最大化

は重要であるが、それ以上にトレードオフの不可視化を防ぎ、その解消を導く制度と

政策の設計が不可欠である。 

 

(3) 日本発の研究課題と国際接続 

① 第６回国連環境総会（UNEA-6）及び第７回国連環境総会（UNEA-7）で日本主導

「シナジー強化協力」決議採択と今後の研究課題 

日本の研究課題は、国際規範形成とローカル実装との間を往復できる知識設計と翻

訳ナラティブを確立する点にある。UNEA-6 及び UNEA-7 で確認されたシナジー強化の

方向性を、自治体、教育機関、企業、市民実践のレベルで検証し、再利用可能な実装

知として国際社会へ提示することが求められる。ここで重要なのは、制度設計を技術

論に限定せず、社会の価値形成と接続することである。 

本稿が重視する日本発の視点は、目標達成の前提としての倫理的転換である。とり

わけ、宮沢賢治の「世界がぜんたい幸福にならないうちは個人の幸福はあり得ない」

という理念[25]は、個人最適と全体最適を分断しない規範的基盤を与える。「全体的

破壊を避けるという目標は，他のあらゆる目標に優位せねばならない」（アインシュ

タイン原則）。この原則は、複数目標が競合する局面での優先順位原理として位置付

けられる。これらは標語として掲げるだけでなく、政策評価基準を再編するための規

範的座標として運用される必要がある。 

 

② 研究上の課題の整理 

第一に、目標管理中心の研究を、主体形成中心の研究へ拡張する必要がある。すな

わち、「何を達成したか」だけでなく「誰がどのような内面的転換を通じて達成を引

き受けたか」を分析対象とする設計である。この観点から、Beyond SDGsは Post SDGs

ではなく、目標設定枠組みそのものを反省的に超える営みとして理解されるべきであ

る[20][26]。なぜなら、目標の追加だけでは実施主体の行動様式や価値判断の変容を

説明できず、2030年以降の変革実装が持続しないことが示されているからである[20]。 
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第二に、目標設定を固定的な「合意形成」にとらわれず、継続的な合意形成のプロ

セスそのものに価値を置く視点へ転換する必要がある。すなわち、対立や不合意を排

除して同質的な合意へ性急に収束させるのではなく、価値の差異を可視化しながら公

共的判断を形成していく過程を重視することである。こうした視点は、Beyond SDGsの

目標設定を支える多様な立場とその理由を検証しながら公共的判断を形成していく制

度設計とガバナンスの重要性を示している。 

第三に、教育研究の再編である。ここでいう教育は、学校教育から高等教育、社会

人教育・生涯学習に至る各段階を対象とし、知識伝達だけでなく、一人ひとりの自立

と自律、他者への感受性、将来世代への責任を育てる実践を含む。すなわち、対立を

避ける教育ではなく、価値の差異を引き受けながら公共的判断を形成する教育が必要

である。その基盤には、人間の行動が効用極大化（功利主義）だけでなく、“何か”

にコミットする非利己的な社会行動に向けた意思決定にも支えられているという理解

がある。「良い生き方、豊かな生（wellbeing）」は、人間が自らのうちに眠る潜在能

力（Capability）を伸ばすこと（自立）によって初めて実現する。こうした潜在能力

の開花を支える教育こそが、Beyond SDGs を支える自然と人間の社会的基盤となる

[19][26]。 

第四に、文明論的問いの再導入である。そのために「世界はいかにあるか」と「世

界をいかに生きるか」を分離せず、科学的記述と規範的実践を往還させ、意識レベル

の指標を形成する研究プログラムが必要である。この研究は、政策決定における優先

順位付けの根拠を提供することを主たる目的とし、併せて価値形成を促す教育的基盤

としても機能する。なぜなら、複合危機の下での優先順位付けは、限られた資源をど

の価値に配分するかという価値選択を不可避に含んでおり、事実認識と価値判断を分

離して技術的判断としてのみ扱えば、選択の規範的根拠が明示されず公共的に正当化

できないからである。したがって、両者を往還させる統合的な知の枠組みが不可欠と

なる[22][26]。 

以上の規範的論点を実装研究へ接続するためには、課題を段階的に整理する必要が

ある。まず基盤整備として、第一に、目標・ターゲット間連関のシステム分析を政策

単位ごとに再記述し、第二に、定量評価と定性評価の統合方法論を確立して包摂、公

正、責任、ケアを政策評価へ組み込む必要がある。第三に、グローバル・ナショナル・

ローカルの責任分担を明示するマルチレベル・ガバナンス設計を整えるとともにその

ナラティブの翻訳を実現、第四に、VNR/VLR（自発的自治体レビュー）と行政実装デー

タを接続して実施効果を継続的に検証する研究基盤を整えるとともに、効果的なレビ

ューの方策と制度を検討する必要がある。これら四点は、研究成果を政策運用へ接続

するための前提条件である[17][19][20]。 

次に、将来領域への対応として、第五に、AI、新規デジタル空間、宇宙利用等の新

規領域を既存目標体系へ統合する規範設計が必要である。第六に、不確実性下の意思

決定理論（例えば[27]）を制度化し、暫定実施、中間評価、修正を組み込んだ逐次改

善型運用を標準化する必要がある。第七に、公共資金と民間資金を統合した資金動員
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モデル（例えば[28]）において、配分妥当性と説明責任を同時確保する研究が必要で

ある。これら三点は、2030年以降の制度更新を実効化するための拡張課題として位置

付けられる。 

さらに、上記の課題を実装へ接続するには、研究成果の提示形式そのものを政策運

用に合わせなければならない。すなわち、理論的含意の提示だけでなく、実施主体、

導入手順、評価周期、必要データ、想定リスク、修正条件を明示した「運用可能な知

見」として提示することである。特に省庁横断課題では、担当部局ごとの KPIが競合

しやすいため、共通指標と調整手順を併記した設計書が不可欠となる。提示形式の再

設計は、実装の停滞を防ぐ実務的要件である。 

加えて、社会的正当性の確保は、技術設計と同等に重視されるべきである。政策形

成段階では、利害関係者を形式的に招くだけでなく、意思決定に実質的影響を与える

参加機会を確保し、異論が残る場合の記録と再審手続きを制度化する必要がある。

Beyond SDGsの運用は、合意形成能力だけでなく、不合意を管理しながら公共性を維

持する能力に依存する。したがって、実装研究は、技術評価と手続き評価を統合した

設計へ転換されるべきである。 

この全体像を踏まえると、Beyond SDGsは目標更新と実施様式更新の同時課題であ

る。日本の国際的貢献は、科学的厳密性、政策実装性、社会的正当性を同時に満たす

設計を実証し、2030年以降の国際目標形成へ具体的手法を供給することにある。この

課題に対応するため、短期には既存制度の統合作業と評価体系の改善、中期には実装

実験の横展開（すなわち、先行自治体・地域での実証を、省庁横断及び他地域・他部

局へ移転・標準化すること）と制度定着、長期には国際規範形成への知見還元を進め

る段階的ロードマップを明確化する必要がある。実装の累積を通じた制度学習こそが、

Beyond SDGs論議を抽象議論から公共政策へ転換する条件である。 

最後に、人材育成は上記すべてを支える横断基盤である。制度更新を継続的に担う

には、分野横断的知識と倫理判断能力を併せ持つ人材が必要であり、大学院教育、行

政研修、地域実践を連結した実践教育プログラムの整備が求められる。同時に、教育

を単なる知識移転に限定せず、価値葛藤を扱う熟議能力の形成として再設計し、異な

る立場の根拠を検証し、判断理由を公開し、暫定的合意を更新する実践を教育課程に

組み込む必要がある。こうした教育基盤の強化が、Beyond SDGsを長期的に実装する

社会条件を形成する。 

結語として、短期目標は、長期的な人間形成と倫理的成熟に従属する形で設計され

る必要がある。実装可能性を重視しつつも、人の心を動かす活動を中核に置くこと、

そして学術・行政・企業・市民が深い対話を行う場を継続的に制度化することが、日

本からの実質的な国際貢献となる。以上の観点から、目標項目の追加議論にとどまら

ず、目標設定の前提そのものを問い直す場として「Beyond SDGsサミット」の開催を

提案する。 

とりわけ、行政主体の政策実施の成果として、行動変容を政策実施後に期待するの

ではなく、政策の設計段階において、共感と信頼醸成プロセスを組み込むことが重要
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である。すなわち、行動変容を外生的に促すのではなく、参加の機会、誘因、十分な

情報提供を政策形成プロセスの一環として設計することで、内生的・自律的な行動変

容を促すことである。制度は規範を代替できないが、規範に支えられた制度は持続し

うる。Beyond SDGsの成否は、社会がこの相互依存性をどこまで学術的かつ実践的に

引き受けられるかにかかっている。 

 

４ 多様な社会との連携の可視化 

地球環境の限界と閾値を超える危機を迎えた人新世において、カーボンニュートラルや

ネイチャーポジティブ、サーキュラーエコノミーなどの取組が、持続可能な社会の構築と

いう目標にむけた手段として行われているが、それらの根底には、人はどのように生きる

べきか（wellbeing）、人類はどのように持続可能な社会の構築に向けて変容できるか

（transformation）という課題がある。第４章では、この wellbeingと transformationに

フォーカスを当てる。 

 

(1) 衡平で包摂的な社会への変容 

① 人と自然の関係性の世界観 

地球環境問題と社会課題及びグローバルリスクが複合的に絡み合う人新世におい

ては、人間中心主義と環境中心主義の２元論を超えて、人の wellbeingと地球環境に

関する世界観の再構築が必要である。IPBESの Value Assessment[29]は自然に対する

価値（道具的価値、内在的価値、関係価値）と世界観（living from/with/in/as nature）

を提示したが、我が国では、自然と都市を分離せず、人と自然の相互作用により豊か

な生活と自然を保つ「里山里海概念」[30][31]や、人間と対置される「しぜん」とは

異なり、人間も自然の一部としておのずからあるがままにあることを指す「じねん」

の考え方が根底にあり、人新世における「人と自然の関係性の世界観」の再構築に貢

献しうる地域創生などの取組が行われている[32]。 

また「人と自然との関係性」の世界観は、地震や洪水などの災害の軽減と自然の恩

恵の享受との間のバランスを踏まえた、制度や政策づくりに大きく影響を与える。こ

れらの世界観は、基礎的価値観や規範、信念、動機など目に見えない個々の内面

（individual/internal）が、個々の態度や行動などの外面（individual/external）

として現れ、さらに、目に見えない内面が共有された時の文化（internal/collective）

と、それらが目に見える形で共有される法や制度、システム（external/collective）

となる時の基礎となる[33]。連関する自然環境と分断されがちな人間社会をつなぐ世

界観の再考と、認識・行動変容への取組が始まっている[34]。 

 

② 包摂的・倫理的視点からの持続可能性とシナジーの構築 

これまでの社会変容の中で、植民地化や都市化、グローバル化などを通して、弱者

を周縁化してきた末に辿り着いた人新世においては、包摂的・倫理的な視点から未来

社会をデザインすることが、持続可能な社会の構築に必要である。経済の持続性で議
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論され、経済市場の取引外で発生した他者への不利益（公害や環境破壊など）の損害

費用を、原因である企業や消費者に負担させる「外部不経済の内在化」(「外部環境の

内在化」)に加え、これまでの社会変容の経路で周縁に追いやってきた弱者を包摂し、

域外に追いやった正義を、域内に組み込むことで、不正義の解消を行う「外部正義の

内在化（不正義の解消）」が、未来社会にとって重要である[34][35]。 

地球環境問題への対応には新しい科学技術の導入も必要となるが、倫理的・法的・

社会的課題（ELSI: Ethical, Legal, and Social Issues）の研究が、例えばデジタル

防災の分野や気象・気候への介入の分野などで進められている。前者では、デジタル

技術を使う防災の取組例を踏まえ、論点（倫理・法・社会）の整理が進んでいる[36]。

また後者では、線状対流系豪雨などの「気象制御」、及びその際のリスク配分・責任・

正当化の問題を取り上げ[37][38]、特にムーンショット型研究開発事業（気象制御）

では、ELSIへの取組が制度として組み込まれている[39]。 

包摂的な視点からの持続可能な未来社会の構築への取組は、歴史的経路を踏まえた

セクター間やステークホルダー間のシナジーだけではなく、自然環境の中での空間的

な関係性を踏まえたシナジー効果を生み出す越境自然管理などでも取組が行われてい

る[40]。 

 

③ 利己性と利他性をつなぐナラティブと制度 

全ての人が持つ利己性と利他性や、短期的視点と長期的視点は、多様な世界観を構

成する軸の例であり、人々の認識や行動と社会システムをつなげるためには、これら

を包摂するナラティブと制度が必要である。動機が異なっても同じ環境配慮行動や、

持続可能な社会の構築へ向かう可能性のある制度として、クールビズ（地球温暖化対

策の例[41]）や、ふるさと納税（持続可能社会の構築に向けた取組例）などが挙げら

れる。これらは、学術的には、温暖化対策につながる個人や集団の行動変容及び地方

分権、市場競争、地域振興、といった複数の視点から多角的に分析される研究対象と

なる。内面に持つ動機や世界観が異なっても、より良い未来社会に向けた同じ行動に

結び付く制度の構築は、社会の transformationにとって重要である。 

また、持続可能でレジリエントな社会の構築に向けた取組として、災害に備えた未

来社会のデザインがある。地震などの災害時（緊急時）には、人が持つ規範や他者へ

の共感が出現し、コモンズとしての資源の共有としても現れる。これを、緊急時の井

戸水利用のための登録システムの構築など、平時と緊急時の制度の接続に繋げる試み

が行われている[42]。利己性と利他性をつなぐナラティブは伝統智や地域智の中にも

多くあり、これらを人新世である現在の文脈で展開するナラティブの再構築と制度設

計が必要である。 
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(2) 個人及び社会の変容 

① 地球環境変動に対する認識の変化 

ボストンコンサルティンググループ（BCG）による地球温暖化や気候変動問題に対す

る国内の意識調査では、「関心がある」とする人は依然として６割以上を占めるが、

実際に「行動を変えた」とする層は２割弱にとどまるなど、認識と行動の間にギャッ

プが存在することが明らかになっている[43]。また、気候変動リスクに対する態度は

多様化しており、リスク認知や不安感が高い層、無関心層、懐疑的な層など、複数の

クラスターが存在することが示されている[44][45]。特に、農業依存度の高い小規模

自治体では、気候変動の深刻度認知が高く、適応計画の策定も進んでいるが、都市部

や若年層では関心の低下や情報不足が課題となっている[46]。 

心理学的要因と社会的要因を組み合わせ、日本人の環境意識の変遷が明らかにされ

る一方で[47]、日本人の気候変動認識を５つのタイプに分類したうえで、認識の多様

性とその社会的背景を分析し[45]、また文化的世界観を用いて、日本人の気候変動リ

スク認知の差異を検討することで[48]、個人認識の変化が行動変容や政策受容をもた

らすことを明らかにした研究もある。 

さらに、SDGs（持続可能な開発目標）の普及や ESD（持続可能な開発のための教育）

の推進により、環境問題を「自分ごと」として捉えられる傾向も強まっているが、メ

ディアや教育現場での情報発信の質と量、政策的な広報のあり方が今後の認識変容の

鍵となる[49]。情報の質に関しては、多様な情報が錯綜する現状に鑑み、信頼性の高

い情報を国民に提供することが重要である[50]。 

 

② 地球環境に配慮する行動変容 

環境負荷の少ない商品の選択や再生可能エネルギーの利用など、より積極的な地球

環境に配慮した行動への移行は限定的である[51]。上述した BCGの調査によれば、「環

境負荷の少ない商品を選んでいる」と回答したのは全体の約３割にとどまり、主な障

壁として「情報不足」や「価格の高さ」が挙げられている。日本人の温暖化リスク認

知が省エネや適応行動と結び付くかに関して、緩和策では温暖化を自分事と認識する

ことと、適応策では身近な影響の認知が行動を促す要因であることを示した研究もあ

る[52]。 

行動変容を促す理論的枠組みとしては、計画的行動理論（TPB）やナッジ理論、２段

階モデル、ゲーミフィケーションなどが活用されている。TPB では、態度・主観的規

範・行動制御感が行動意図を形成し、実際の行動に結び付くとされるが、日本では特

に環境に配慮した製品に対する消費者の「態度」の影響が強いことが実証されている

[53]。また被災経験や高齢化、ソーシャルキャピタルなど、地域固有の要因も行動変

容に影響を与えているとも考えられ、特に、独居・非飲水・エアコン不所持の複数リ

スクの解消や、電気代を気にせず使える環境づくりなど、高齢者の熱中症対策の重要

性を指摘した研究もある[46]。 
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③ 地球環境に配慮する行動変容を促す仕組みとしての環境教育、環境啓発、環境実

践 

環境実践の学術的基盤の一例として、行動変容ステージモデルを応用した省エネ教

育があり、当該研究で、学習者の環境問題への関心を高め、行動変容を促す効果を持

つことが実証された[54]。特に、無関心期、関心期、準備期、実行期、維持期という

５つのステージに応じた教育アプローチが有効であり、従来の一律的な環境教育より

も行動変容の促進に効果的であることが示された。また日本における気候変動教育の

現状と課題が整理され、気候変動教育が気候変動に関する知識の提供を中心に進めら

れているが、将来的には行動変容を促す教育へと転換する必要性が強調された。特に、

若年層の教育において、気候変動を自分ごと化する仕組みを整えることが、持続可能

な社会形成に直結すると結論付けた研究もある[55]。 

環境啓発に関しては、日本独自の「もったいない精神」が環境保全活動の促進要因

となりうるとする知見[56]や、単なる知識普及から行動変容を伴う啓発への転換を促

す重要な知見が各種の研究で提供された[57]。また環境実践に関しては、日本の気候

変動対応の消極性は、政府、企業、メディア、市民の消極性という構造的要因に加え

て、グローバルな視点での研究が乏しかったという学術的要因に根ざすものであり、

変革の動因が乏しいと結論付けた研究も見られる[58]。一方で、ESDや SDGsの理念が

社会全体に十分浸透しているとは言い難く、特に無関心層や情報弱者へのアプローチ、

教育現場での実践力の向上、教員やファシリテーターの人材育成が今後の課題とした

研究もある[59]。 

 

④ 地球環境に配慮する制度的改革とガバナンス変容 

日本の気候政策は依然として技術中心・産業政策主導の傾向が強く、規制的手法（法

的拘束力のある規制）よりも自主的・インセンティブ型の政策が多いこと、政策形成

過程における市民・NGO・新興企業の関与が限定的であることが批判されている[46]。

また、地方自治体や小規模自治体では、予算・人材・専門知識の不足が適応計画や実

行の大きな障壁となっている[60]。 

政策改革における環境政策統合に関して、政治的関与の強化、政策アクターの認識

向上、制度的調整メカニズムの整備が不可欠であることが指摘された[61]。またパリ

協定以降の日本の気候政策において、新しいアクター（地方自治体や市民社会）が政

策改革に影響を与える可能性を示唆した研究がなされた[62]。これらの研究から、省

庁間の縦割り構造や合意形成の弱さが政策改革の障害であり、また研究と政策を結び

付ける統合的枠組みが不可欠といえる。一方ガバナンス変容に関しては、気候変動や

生物多様性を対象に、超国家、国家、地方自治体などの様々な階層が連動して政策に

関与するマルチレベル・ガバナンスや、政府、企業、NGO/NPO、研究者、市民などの多

様な利害関係者（ステークホルダー）が参加するマルチステークホルダー・ガバナン

スへの移行を目指した、環境ガバナンスの改善に向けた最新の理論的・実証的研究を

もとに、日本のガバナンス変容が国際的文脈で位置付けられている[63]。 
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⑤ 地球環境に配慮する市民参加や中間組織の役割 

市民参加や中間組織（NPO、地域支援組織、エネルギー中間支援組織等）は、気候変

動対策のような環境保全活動の場で不可欠な役割を果たしている。近年、気候市民会

議やワークショップ、地域フォーラムなど、日野市や江戸川区でみられるように、無

作為に抽出された市民の参加による政策形成や合意形成の事例が増加している[64]。 

現場の課題としては、脱炭素の優先度や当事者意識の低さ、再エネ開発へのネガテ

ィブイメージ、情報・技術・人材の不足、施策の実効性や合意形成の難しさなどを挙

げた研究も見られる[60]。これに対し、中間組織は調査研究・政策提言、自治体政策

プロセス伴走支援、相談・助言、事業形成支援、ネットワーク形成、住民参加・合意

形成支援、教育・普及啓発など多様な機能を発揮している[65]。また、全国的なネッ

トワーク組織の立ち上げや、専門人材の継続雇用・育成支援、組織の恒常的な維持経

費への支援、自治体連合レベルでの中間支援組織設立など、制度的な整備も進みつつ

ある[60]。 

 

⑥ 地球環境に配慮する超学際研究と超学際研究の人材育成 

超学際研究は、地球環境の変化のような複雑で多元的な課題に対処するため、学問

分野の壁を越え、社会の多様なステークホルダーと協働で知識を共創するアプローチ

として注目されている[66]。日本では、総合地球環境学研究所（RIHN）、国立環境研

究所、JST-RISTEX、JSTと連携して SATREPS（地球規模課題対応国際科学技術協力プロ

グラム）を支援する JICA（独立行政法人国際協力機構）などが中心となり、全国規模

の超学際研究が展開されている[67]。 

人材育成の面では、東京大学、京都大学、名古屋大学、慶応義塾大学、総合地球環

境学研究所など、超学際的な教育プログラムが大学院レベルで拡充されている一方で、

超学際研究の方法論や評価指標、学際的な人材育成の体系化、社会実装との連携、研

究資金や支援制度の確立など、課題も多い。今後は、研究者と政策担当者や市民等の

研究者以外の様々な参加者が協働するネットワークの強化や、国際的な連携、社会的

インパクト評価の深化が求められる[68]。 

 

(3) 人と社会システムの在り方 

① 地域文化に根差した価値の再評価 

地球環境問題を考えるにあたっては、自然環境や暮らしのあり方に対する価値観も

重要である。wellbeingは、「身体的・精神的・社会的に良好な状態にあること（国連

SDGs）」や「高い生活の質（第六次環境基本計画）」などと説明されるが、これらの

言葉を聞いて思い浮かべる社会や暮らしのイメージは、人によって異なる。一人ひと

りの多様な価値観を大切にしながらも、社会全体として共有すべき価値観やその共創

手法を検討する必要がある。 

例えば総合地球環境学研究所では科学の力で地球環境問題の危機を可視化・共有す

ることで解決の準備を行った上で、⾃分たちの行動を変容させ、価値観を変革してい
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く社会的・文化的プロセスを明らかにする研究を推し進めている。身近・親密に共同

して生きる人々のまとまり（地域／コミュニティー）に根差した wellbeingから始め

ることで、解決の糸口が見いだせるという仮説に基づくものと言える。４(1)①におい

ては、日本特有の考え方として「里山概念」などを例示した。 

地域や地域資源の価値については、再評価する取組が長年続いている[69][70][71]。

地方創生や地域活性化の観点から、各省庁も様々な切り口で政策を打ち出してきた。

成功事例は多く生まれているものの、日本における地方過疎化には歯止めがかからず

[72]、むしろ縮小を前提とし、「関係人口」の増加[73]やポジティブな過疎地づくり

[74]を目指す動きもある。なお、関係人口とは、移住した「定住人口」でも、観光に

来た「交流人口」でもなく、地域や地域の人々と多様に関わる人々のことを指す。地

域づくりの新たな担い手としての期待を込めて使われることが多い。 

 

② 持続可能な社会における経済システムへの移行 

大量生産・大量消費・大量廃棄に象徴される現代の経済システムからの脱却が叫ば

れて久しい。それに対し、最近になって、サーキュラーエコノミー（循環経済）への

移行が世界的に主流化してきた。日本においても、国の各種政策に加え、経団連によ

る「循環型社会形成自主行動計画」など、経済界による取組が進められ、循環基本計

画における政策目標の達成レベルは高い。他方、真の移行・変容に向けては、制度設

計や見直しの不足[75]、意識レベルの低さ[76]などの障壁・課題が指摘されている。

なお、循環経済への移行は、カーボンニュートラルやネイチャーポジティブ等、他の

課題とトレードオフ関係やシナジー効果を生み出すことがある。統合的展開に向けた

評価手法の構築等、学術界及び産業界の貢献も重要と考えられる[50][77]。 

地方創生が大きな社会課題である日本において、持続可能な地域を支える経済シス

テムを志向する上では、「地域循環共生圏」の考え方も重要である[78]。各地域が主

体的に課題を解決しつつ、得意な分野で互いに支えあう都市・地方間のネットワーク

を形成していくことで、地域も国全体も持続可能にしていく「自立・分散型社会」と

され、「ローカル SDGs」とも呼ばれている。都市と地方との経済格差が広がり続ける

中、各地域が地元の経済をきちんと回し、お金や雇用を外部に依存する割合を低減し

ていくことは、持続可能な地域づくりに欠かせない[79]。 

 

③ 自然資本・生態系サービスの価値化 

自然資本や生態系サービスの価値評価については、国内外において研究が進められ

てきた。特に IPBESが 2022年に発表した「自然の多様な価値と価値評価の方法論に関

する評価報告書」[80]は、既存の評価方法を体系的にまとめると同時に、意思決定と

政策立案に組み込むための指針を示している。ここでも指摘されているのは、政策立

案アプローチにほとんど価値評価プロセスが取り込まれていないこと、取り込まれて

いる場合でも、狭い範囲の価値（例えば、市場取引で評価される自然の価値）を優先
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させ、自然と社会、将来世代を犠牲にし、先住民や地域コミュニティーの世界観に関

連する価値をしばしば軽視しているという点である。 

これに対し、多様な価値に目を向け、政策立案にも組み込もうとする動きもある。

この問題意識のもと、自然資本・生態系サービスの価値化をめぐっては、単なる経済

的評価にとどまらず、地域社会の歴史、文化、知識体系、さらには人々の生き方

（wellbeing）そのものと結び付いた価値をどのように可視化し、社会変容につなげる

かが重要な論点となっている。例えば、国際連合食糧農業機関（FAO）の世界農業遺産

（GIAHS）に認定されている地域は、社会や環境に適応しながら何世代にもわたり形づ

くられてきた伝統的な農林水産業と、それに関わって育まれた文化、ランドスケープ、

生物多様性などが一体となった世界的に重要な農林水産業システムの中で[81]、自然

と文化が共進化してきた実践の蓄積を有しており、多元的価値の具体的な表れとして

注目される[82][83][84]。 

石川県の能登半島は、里山里海の複合的な土地利用体系が評価され GIAHSに認定さ

れた地域である。森林、農地、漁場、集落が空間的・機能的に連関することにより、

食料生産のみならず、文化的景観、共同体の結束といった多様な生態系サービスが維

持されてきた。これらは市場価値としては必ずしも十分に評価されてこなかったが、

地域住民の生活の質や誇り、相互扶助といった非物質的価値を通じて、wellbeing を

下支えしてきたといえる[81][85]。近年、度重なる自然災害に直面する中で、能登で

は単なる原状回復ではなく、地域資源と伝統知を活かした「創造的復興」が模索され

ている。 

このような事例は、自然資本・生態系サービスの価値化が、単なる「測定」や「貨

幣換算」に収斂するものではなく、人間的なスケールでの地域社会の意思決定や将来

像の共有と不可分であることを示している。多元的価値を尊重する評価アプローチは、

地域住民の主体性を高め、自然との関係性を再構築する契機となり得る。この点にお

いて、自然資本の価値化は、wellbeingの向上と社会の変革（transformative change）

を媒介するプロセスとして位置付けうる。 

 

④ 社会システム全体のトランスフォーメーション 

社会システム全体のトランスフォーメーション（変革／変容）とは、社会の構造的

な仕組みや生活様式、価値観や文化等が、デジタル化や AI などの技術進歩や経済構

造・産業構造の変化、少子高齢化を含む人口動態などの内部的要因と、コロナ禍等の

パンデミック及び異文化との接触や戦争等の外部からの影響といった要因によって、

全体的または部分的に、質的に変化していく過程やその状態を指す[34]。トランスフ

ォーメーションの概念的整理も進められ[34][86]、変容を決定づけるレバレッジポイ

ントやレジームシフトに焦点をあてた国内事例に関する論考もある[34]。 

グローバルなサステナビリティ研究のプラットフォームであるフューチャー・アー

ス日本委員会においては、日本からの提言に向けて、サミットやワークショップの形
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式で議論を重ねており[87]、本節全体に共通する「地域に根差した多元的価値を尊重

する変革」の重要性のほか、次のような論点をあげている。 

 時間軸：持続的な変革には、10年スパンでの世代接続が不可欠 

 分断社会の接続へ向けた再設計：SNS や安全保障、宗教の個人化等による情報圏の

分極化に対して、情報リテラシー、合意形成、仲裁プロセス等、共存ルールの再設

計が必要 

 科学コミュニケーションの再設計：専門家が一方的に知識を伝える「権威性」に則

ったコミュニケーションから、多様な関係者が対話・協働を通じて新たな価値を「共

創」するスタイルへのパラダイムシフトが萌芽 

 

(4) 『多様な社会との連携の可視化』にむけて 

① 多元的価値に基づく「人と自然の関係性」の再構築と制度への統合 

人新世における複合的な環境・社会課題に対応するため、人間中心／環境中心の二

元論を超え、道具的・内在的・関係的価値を統合した世界観を再構築する必要がある。

その上で、里山・里海や地域文化に根差した価値観を活かし、個人の内面的価値から

制度・政策まで一貫して反映させることで、持続可能で包摂的な社会基盤を形成すべ

きである。 

 

② 認識と行動のギャップを埋める行動変容支援と教育・制度の強化 

気候変動に対する関心の高さに比して行動変容が進まない現状を踏まえ、心理的要

因や社会的背景に応じた多様なアプローチが必要である。段階的な環境教育、ナッジ

施策や制度設計、情報提供の高度化を組み合わせ、個人の認識変化を具体的な行動や

政策受容へとつなげる仕組みを構築すべきである。 

 

③ マルチステークホルダーによるガバナンス変革と超学際的な共創の推進 

持続可能な社会への移行には、政府主導の政策に加え、市民・企業・研究者・中間

組織が協働するマルチレベル・マルチステークホルダー型のガバナンスが不可欠であ

る。超学際研究の推進と人材育成を通じて知識共創を強化し、地域に根差した実践と

国際的連携を統合した社会変革を加速すべきである。 

 

５ おわりに：フューチャー・アースの課題 

フューチャー・アースは新たな段階的課題に直面している。第一に、専門研究の深化と

超学際研究推進との間のジレンマである。評価制度が依然として論文中心である中、社会

協働や共創研究への貢献は十分に評価されにくく、若手研究者が専門性確立と横断連携の

間で葛藤する構造が残る。第二に、国内体制とリソースの脆弱性である。フューチャー・

アースの基盤的国際活動への文部科学省からの拠出金が世界一の額を維持していることは

特筆すべきことであるが、一方、GRNsや分野横断的国際活動への日本の研究者の参画を支

援する国内の支援体制の不足や、国際事務局日本ハブの人的体制縮小や安定財源の不足は、
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今後の国際的存在感の維持の上で課題である。第三に、2030年以降を見据えた Beyond SDGs

への対応である。目標項目の更新にとどまらず、短期・中期・長期の「目標を立てる主体

の更新」、すなわち価値観・倫理・教育を含む社会基盤の再設計が求められる。 

Safe & Just Boundariesや Beyond GDP論議が示すように、今後は環境閾値と公正配分

を統合した評価体系が必要であり、シナジーのみならずトレードオフの制度的管理が不可

欠となる。さらに AIやデジタル空間、宇宙利用といった新領域を既存の持続可能性枠組み

に統合する規範設計も急務である。フューチャー・アースは今後、科学的厳密性、政策実

装性、社会的正当性を同時に満たす総合知の能力を強化しなければならない。そのために

は、中間マイルストーンの設定、評価制度改革、人材育成の再設計、そして学術・行政・

企業・市民が対話する場を継続的に制度化することが必要である。フューチャー・アース

の次の 10年は、知の統合から社会変容の実装へと踏み出せるかにかかっている。 
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＜参考資料１＞審議経過 

フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 

令和６年  

４月 12日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第１回） 

１）委員の紹介 

２）委員会設置の説明 

３）委員長の選出、副委員長・幹事の指名と承認 

４）委員会の役割について 

５）Future Earth の国内外の動向について 

６）その他 

４月 30日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第２回）※

メール審議 

議題：フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会設置要

綱の一部改正について（分科会の設置（１件）） 

９月６日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第３回） 

１）前回議事要旨の確認 

２）連携会員（特任）の推薦について 

３）第 26期における本委員会の進め方について 

４）フューチャー・アースの活動近況について 

５）日本におけるフューチャー・アース研究の推進について 

６）その他 

12月９日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第４回）※

メール審議 

議題：フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会設置要

綱の一部改正について（分科会の設置（１件）） 

令和７年  

５月 20日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第５回） 

 １）前回議事要旨の確認 

 ２）フューチャー・アースの世界的な動向について 

 ３）Earth Commissionの活動について 

 ４）分科会の活動について 

 ５）フューチャー・アース日本委員会の活動について 

 ６）公開シンポジウムの開催について 

 ７）今後の委員会活動について 

 ８）その他 

７月 24日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第６回） 

※メール審議 
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議題：公開シンポジウム（案）「プラネタリーヘルスの視点で捉

える気候変動と災害：地域社会の役割と挑戦」の開催についての

承認について 

11月 25日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第７回） 

※メール審議 

議題：フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 SDGsの

進捗評価分科会特任連携会員の追加についての承認について 

11月 29日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第８回） 

 １）Future Earth Japan Reportにかかる意思の表出について 

 ２）Future Earthの動向について 

 ３）委員会及び各分科会の活動について 

 ４）今後の取組について 

 ５）その他 

※環境学委員会・地球惑星科学委員会合同ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分

科会、フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環

境変化の人間的側面分科会、フューチャー・アースの推進と連携

に関する委員会 SDGsの進捗評価分科会合同会議 

令和８年  

５月 22日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第９回） 

※メール審議 

議題：報告「フューチャー・アースの推進と連携：Future Earth 

Japan Report 2026へ向けた学術的課題の個別・横断的な整理（仮

題）」（案）の承認について 

７月 10日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会（第 10回） 

※メール審議 

議題：公開シンポジウム「フューチャー・アースの推進と連携：

Future Earth Japan Report 2026へ向けた学術的課題の個別・横

断的な整理（仮）」の開催について（案） 

 

フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化の人間的側面分科会 

令和６年  

７月 26日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第１回） 

１）役員の選出について 

２）議事要旨の提出に関する委員長一任について 

３）分科会委員間のメールアドレス共有について 

４）委員の追加について 

５）今後の活動方針について 
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６）その他 

12月４日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第２回） 

１）審議テーマについて 

２）2024年度の分科会開催日程について 

３）その他 

令和７年  

４月 11日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第３回） 

１）前回議事要旨の確認 

２）シンポジウムの開催について 

３）その他 

８月２日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第４回） 

１）前回議事要旨の確認 

 ２）シンポジウムの開催について 

 ３）その他 

11月 29日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第５回） 

 １）Future Earth Japan Reportにかかる意思の表出について 

 ２）Future Earthの動向について 

 ３）委員会及び各分科会の活動について 

 ４）今後の取組について 

 ５）その他 

※環境学委員会・地球惑星科学委員会合同ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分

科会、フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会、フュ

ーチャー・アースの推進と連携に関する委員会 SDGsの進捗評価分

科会合同会議 

令和８年  

１月７日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第６回） 

１）前回議事要旨の確認 

 ２）Future Earth Japan 2026 Reportについて 

 ３）今後の活動について 

 ４）その他 

５月 22日 

 

 

フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第７回） 

※メール審議 
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議題：報告「フューチャー・アースの推進と連携：Future Earth 

Japan Report 2026へ向けた学術的課題の個別・横断的な整理（仮

題）」（案）の承認について 

７月 10日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会地球環境変化

の人間的側面分科会（第８回） 

※メール審議 

議題：公開シンポジウム「フューチャー・アースの推進と連携：

Future Earth Japan Report 2026へ向けた学術的課題の個別・横

断的な整理（仮）」の開催について（案） 

 

フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 SDGsの進捗評価分科会 

令和７年  

11月 14日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 SDGsの進捗評

価分科会（第１回） 

１）役員の選出について 

２）議事要旨の提出に関する委員長一任について 

３）分科会委員間のメールアドレス共有について 

４）委員の追加について 

５）今後の活動方針について 

６）その他 

12月４日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 SDGsの進捗評

価分科会（第２回） 

１）Future Earth Japan Reportにかかる意思の表出について 

２）Future Earthの動向について 

３）委員会及び各分科会の活動について 

４）今後の取組について 

５）その他 

※環境学委員会・地球惑星科学委員会合同ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分

科会、フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会、フュ

ーチャー・アースの推進と連携に関する委員会 

令和８年  

５月 22日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 SDGsの進捗評

価分科会（第３回） 

※メール審議 

議題：報告「フューチャー・アースの推進と連携：Future Earth 

Japan Report 2026へ向けた学術的課題の個別・横断的な整理（仮

題）」（案）の承認について 
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７月 10日 フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 SDGsの進捗評

価分科会（第４回） 

※メール審議 

議題：公開シンポジウム「フューチャー・アースの推進と連携：

Future Earth Japan Report 2026へ向けた学術的課題の個別・横

断的な整理（仮）」の開催について（案） 
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＜参考資料２＞学術フォーラム等開催 

 

・2025年８月２日 

公開シンポジウム「複合的地球環境問題へのヒューマンディメンションからの問い」 

概要：https://www.scj.go.jp/ja/event/2025/385-s-0802.html 

 

・2025年 11月 29日 

学術フォーラム「Future Earthと地球環境激変の 10年：私たちはどこまで来たのか？

これからどうすべきか？」 

概要：https://www.scj.go.jp/ja/event/2025/386-s-1129.html 
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